
対前年 増減率 対前年 増減率

増  減 ％ 増  減 ％

223 225 2 0.9 225 241 16 7.1

8 8 0 0 8 9 1 12.5

28 33 5 17.9 33 36 3 9.1

13 26 13 100 26 13 -13 -50

74 35 -39 -52.7 35 52 17 48.6

40 40 0 0 40 39 -1 -2.5

51 34 -17 -33.3 34 28 -6 -17.6

239 230 -9 -3.8 230 190 -40 -17.4

71 57 -14 -19.7 57 64 7 12.3

38 31 -7 -18.4 31 26 -5 -16.1

56 58 2 3.6 58 66 8 13.8

1 3 2 200 3 1 -2 -66.7

104 101 -3 -2.9 101 84 -17 -16.8

946 881 -65 -6.9 881 849 -32 -3.6

2 3 1 50 3 4 1 33.3

159 159 0 0 159 167 8 5

813 759 -54 -6.6 759 771 12 1.6

木造家屋建設業(内数) 516 471 -45 -8.7 471 474 3 0.6

245 225 -20 -8.2 225 214 -11 -4.9

1,217 1,143 -74 -6.11,143 1,152 9 0.8

125 125 0 0 125 113 -12 -9.6

744 691 -53 -7.1 691 667 -24 -3.5

12 7 -5 -41.7 7 6 -1 -14.3

881 823 -58 -6.6 823 786 -37 -4.5

13 10 -3 -23.1 10 9 -1 -10

43 31 -12 -27.9 31 43 12 38.7

680 638 -42 -6.2 638 609 -29 -4.5

254 235 -19 -7.5 235 277 42 17.9

125 95 -30 -24 95 119 24 25.3

63 48 -15 -23.8 48 36 -12 -25

181 140 -41 -22.7 140 164 24 17.1

113 85 -28 -24.8 85 91 6 7.1

140 108 -32 -22.9 108 98 -10 -9.3

938 800 -138 -14.7 800 816 16 2

2,494 2,149 -345 -13.82,149 2,210 61 2.8

5,596 5,040 -556 -9.95,040 5,053 13 0.3

　注）１．平成22年発生件数は平成23年3月31日をもって確定とする。

　　　２．陸上貨物取扱業には道路貨物運送事業を含む。
　　　３．木造家屋建設業は建築工事業の内数である。
　　　４．労災給付データに基づく統計である。（船舶所有者の事業は除く）

ビルメ ンテ ナン ス業

飲 食 店

旅 館 業

ゴ ル フ 場 の 事 業

業種別労働災害発生状況（休業4日以上）
千葉労働局

                  区    分

業    種

平成20年・21年の災害（確定） 平成21年・22年比較（確定）

20年 21年 22年21年

そ

の

他

の

事

業

電気・ ガス ・水 道業

小          計

上 記 以 外 の 事 業

一般機 械器 具製 造業

鉱            業

建

設

業

土 木 工 事 業

建 築 工 事 業

そ の 他 の 建 設 業

小          計

窯業・土石製品製造業

そ の 他 の 製 造 業

小          計

林            業

金 属 製 品 製 造 業

化 学 工 業

漁            業

小          計

製

造

業

繊維・繊維製品製造業

電気機 械器 具製 造業

輸送用機械器具製造業

合            計

医 療 保 健 業

食 料 品 製 造 業

木材・木製品・家具製造業

清 掃 ・ と 畜 業

取

扱

業

運

輸

貨

物

運 輸 交 通 業

陸 上 貨 物 取 扱 業

港 湾 荷 役 業

卸 ・ 小 売 業

紙製造 ・印 刷製 本業

鉄鋼・非鉄金属製造業


